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はじめに 

 

大学教員や研究員における任期制ポストの増加などにより研究人材流動化が進ん

でいる。企業における終身雇用制も見直しが進められており、研究者がその生涯の

うちに所属機関を移動する回数はこれまでになく増加しつつある。その一方で国立

大学法人化などにより、大学や研究機関で知的財産権の機関帰属を決めるところが

増えており、発明者と権利の分離が拡大している。研究成果の産業発展のための有

効活用という命題を堅持するとともに、研究者は機関を移動するもの、という前提

に立った柔軟な知的財産管理のルール作りが今、求められている。 

 

日本は知識経済で成立する社会になった。このポスト産業資本主義の時代におい

て「知」をイノベーションとして結実させ、それを経済成長の推進力にするために

は、大学等のアカデミアの知的創造活動の活性化をまず行い、さらにその研究成果

を知的財産として保護、管理した上で産業界において利用できる形にするまでのプ

ロセス全体を有効に働かせなくてはならない。平成 14年 7月にまとめられた知的財

産戦略大綱の中で「知的財産立国」を目指す方針が示され、国家として戦略的に知

的財産の創造、保護及び活用が進められている。この流れの中で、研究者流動化の

問題が知的財産活動の高揚に結びつくよう、調整を進めなくてはならない。 

 

一方、産業界においてもオープンイノベーションへの移行を進め、アカデミアの

「知」の利用について意識を高めることが産業活性化に有用であると同時に、産学

官連携の活性化にも重要であると考えられる。この意味では産学間での人材交流は

重要な問題であるが、本稿においては、大学や公的研究機関などいわゆるアカデミ

ア間での研究者の移動の問題のみを取り上げ、アカデミアと産業界との間での移動

については考察しない。アカデミア間での移動に関する知見を応用して、次年度以

降にこの問題については議論を継続した上で検討を行いたい。 

 

本調査研究では、研究者流動化状況の調査、研究者の意識アンケート調査、国内

外の大学における対応状況調査、判例調査を実施し、結果をとりまとめた。それら

の知見をもとに、研究者流動化時代におけるアカデミアでの知的財産帰属の問題に

ついてまず考察を行い、その上で移動に伴い知的財産をどう利用していくのか、そ

の管理の方策について提言をまとめた。本報告書が、研究者流動化時代におけるア

カデミアの知的財産管理に、意味のある示唆を与えることができたならば幸いであ

る。 
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